
山口県介護テクノロジー定着支援事業補助金Ｑ＆Ａ
【交付申請等】

NO Q A

1 補助金申請をすれば必ず補助を受けられますか。
予算の範囲内での交付になります。申請額が予算額に達した時点で

募集を締切ります。

2 これから開設する事業所が申請することは可能ですか。
申請書の提出日時点で、対象事業所が開設されている必要がありま

す。

3
同一法人で複数の事業所を運営している場合、その事業所毎

に申請をすることは可能ですか。

申請は事業所ごとになりますが、申請書の提出は法人ごとにとりま

とめのうえご提出ください。

4

昨年度までに山口県介護テクノロジー導入支援事業補助金、

山口県介護ロボット導入支援事業補助金、山口県介護事業所

ICT導入推進事業補助金の交付を受けている場合、今年度申

請することはできますか。

過去の申請回数や補助額に関わらず申請可能です。

5
交付決定後、導入予定の介護テクノロジー機器等を変更する

ことはできますか。

原則変更はできません。ただし、当該機器が申請書提出後、販売中

止や廃盤、在庫切れとなった場合はこの限りではありません。

その場合は、交付要綱第９条により変更の承認の手続きを行う必要

があります。

6 補助金の交付はいつになりますか。

実績報告が提出（補助事業が完了した日から２０日を経過した日又

は当該年度の３月１０日のいずれか早い期日まで）され、額の確定

手続後に、交付します。

7
対象となるテクノロジー機器等はいつ購入またはリース契約

すればよいですか。

交付決定日の翌日以降に契約をお願いします（交付決定前に契約し

たものは補助の対象外となりますのでご注意ください）。また、事

業の完了については、当該年度の３月10日までに契約、支払い、納

品、運用開始の全てを完了させてください。

8
１つの機器を、同じ法人内の複数の事業所で使用する場合、

機器購入代は按分して申請するのですか。

合理的な計算方法で按分して申請をしてください。申請書に具体的

な按分方法を記載した資料（様式任意）を添付してください。

9
補助金を受けて取得した機器を処分する場合、手続きは必要

になりますか。

補助金交付要綱第７条（１２）に、「補助事業により取得し、又は

効用の増加した価格が３０万円以上の機械、器具及びその他財産に

ついては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定める耐用年

数を経過するまで、知事の承認を受けないで、当該事業の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、

又は廃棄してはならない。」との規定がございます。この規定に抵

触した場合、補助金を返還していただく可能性がありますので、ご

注意ください。

【対象期間】

1

年度途中からタブレット等のリースを行う場合、対象となる

のはリース開始時から１年間か、それとも当該年度末までで

すか。

リースの場合（歳出科目で「使用料及び賃借料」に該当する場合）

には、一定期間ごとにリース代の支払いが想定されますが、リース

期間にかかわらず、当該年度の3月10日までに支払った金額につい

て、補助対象とします。

2
毎月費用を支払う介護ソフトは、「１年分」が対象となるの

ですか、それとも「３月末まで」が対象ですか。
当該年度の３月10日までに支出した経費が対象となります。



3

介護ソフトの５年間の使用権（ライセンス）を購入する場

合、購入した年度に全額を補助対象経費として扱って良いで

すか。それとも按分して当該年度の３月末までの経費を補助

対象経費とすべきですか。

使用権（ライセンス）購入型の介護ソフトは、使用期限はあるもの

の、購入時に一括して費用を支払うものであり、性質としてはパッ

ケージ型介護ソフトの購入と同質であると考えられることから、購

入した年度に支払った全額を補助対象経費として扱って差し支えあ

りません。

【対象事業所】

1
総合事業（通所総合事業（通所型サービスＢ等）の事業所も

補助の対象となりますか。

介護給付及び介護予防給付の対象ではない総合事業の訪問型サービ

ス又は通所型サービス（以下「総合事業」という。）を行う事業所

は、「介護事業所」に含まれず、本事業の対象外です。なお、指定

訪問介護又は指定通所介護等と総合事業を一体的に実施している場

合であって、指定訪問介護事業所又は指定通所介護事業所等で導入

した機器を当該総合事業において使用することにより業務効率化が

図られる場合には、指定訪問介護事業所又は指定通所介護事業所等

で導入した機器を、当該総合事業において利用することは可能で

す。

2

同一敷地内に特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）と通

所介護事業所が併設されている場合には、それぞれを独立し

た１事業所として計２事業所として計算すべきですか。それ

とも併設されているので１事業所とすべきですか。

指定ごとに１事業所としてカウントするため、併設されている場合

は、２事業所と計算してください。効率的な運用を前提として機器

を共用することは差し支えありませんが、実質的には特定の事業所

のみで活用されるといった、２事業所を対象に補助をした目的に反

するような活用にならないようご留意ください。

3

市直営の地域包括支援センターが介護保険法第８条の２第１

６項に規定する介護予防支援事業を実施しているが、当該介

護予防支援事業所の職員が利用するタブレット等を本事業の

対象としても良いのですか。

市町村直営・民間運営問わず、介護予防支援事業所において利用す

る機器等について対象とすることについては差し支えありません。

介護予防支援事業所ではなく専ら地域包括支援センターとして実施

している事業に使用される機器等については対象とできないため、

ご留意ください。

【要件、補助対象経費等】

1
バックオフィスソフトを導入する際に、記録から請求まで一

気通貫の環境が実現している必要がありますか。

バックオフィスソフトは、交付要綱第5条（１）イに該当する機器で

あるため、一気通貫の環境が実現されていなくても、介護従事者が

継続して就労するための職場環境整備として有効であり、介護サー

ビスの質の向上につながると認められる機器であれば補助対象とし

ます。

2 介護ソフトの改修に要する費用は対象となりますか。

以下に対応するための改修に要する費用については、対象経費とし

ます。

・ケアプランデータ連携標準仕様に対応するための改修

・入退院時情報連携標準仕様に対応するための改修

・訪問看護計画等標準仕様に対応するための改修

・厚生労働省が別途定める方式による財務諸表のデータ出力機能

　を実装するための改修

・LIFE標準仕様に対応するための研修

3

既に一気通貫となっている介護ソフトを利用している事業者

が、一気通貫の機能強化のために介護ソフトを購入する場合

（音声入力機能の追加により、記録業務が更に省力化される

場合等）は、対象としても良いですか。

差し支えありません。



4
親会社から子会社への販売等、関連法人の間で販売されるテ

クノロジー機器等は、本事業の補助対象となりますか。

関連法人であっても、法人格が異なる法人の間で販売やリース等を

含む契約が発生するものは、本事業の補助対象と考えて差し支えあ

りません。なお、同一法人内でテクノロジー機器等を提供してい

て、他の事業所に対して一般販売をしており、同価格で当該事業所

に対して販売する場合は対象になり得ますが、当該事業所の職員が

テクノロジー機器販売やサポート業務等を担っていたり、提供にあ

たって金銭の流れが発生していなかったりする場合は、対象とする

のは適当ではありません。また、同一法人内で当該事業者が使用す

るために個別に開発されるテクノロジー機器の開発に要する経費は

対象となりません。

5
福祉用具貸与事業所が、貸与するための福祉用具を購入する

場合も補助対象としてよいか。

「介護従業者の身体的負担の軽減や、間接業務時間の削減等の業務

の効率化など、介護従業者が継続して就労するための職場環境整備

として有効であり、介護サービスの質の向上ににつながると県が認

める機器等」には該当しないため、補助対象としては認められませ

ん。

6

交付要綱第７条（６）にある、独立行政法人情報処理推進機

構（IPA）が実施する「SECURITY ACTION」の宣言をしな

ければ交付を受けられないのですか。

「SECURITY ACTION」の「★一つ星」又は「★★二つ星」のいず

れかを宣言しなければ当事業の補助を受けることができません。具

体的な内容につきましては、IPAのホームページ

https://www.ipa.go.jp/をご確認ください。

7
要綱第７条（１）の研修は昨年度までに受講していれば、今

年度受講しなくてもよいですか。

必ず令和７年度に研修を受講してください。

過年度に全く同じ内容の研修を受講している場合には、他の担当者

が受講する等工夫してください。

8

施設系サービスの補助要件として、利用者の安全並びに介護

サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討

するための委員会の設置が必要になるが、委員会は設置のみ

で開催していなくても問題ないか。開催が必要な場合は開催

頻度は決められているのですか。

委員会は、３か月に１回以上開催し利用者の安全並びに介護サービ

スの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策の検討を行ってくだ

さい。（参考：令和6年3月29日付 老高発0329第１号 厚生労働省老

健局高齢者支援課長通知）

9

導入しようとしている機器が、補助対象となる「介護テクノ

ロジー機器」に該当するかわかりません。どうすればよいで

すか。

（公財）テクノエイド協会が提供する「福祉用具情報システム」

で、「介護テクノロジー」として選定された機器は、原則として対

象とします。TAISで公表されていない機器等であっても要綱第５条

１項（１）イに該当するものについては原則として補助対象としま

す。判断に迷う場合は、どのように職場環境整備として有効である

かを整理した上で介護生産性向上総合相談センターに相談してくだ

さい。

10 付属品やオプション品は補助対象に含まれますか。
生産性向上に資するためのテクノロジー機器の使用に必要不可欠と

考えられるものであれば対象になります。

11 機器設置に係る工事費は補助対象となりますか。

テクノロジー機器を使用するために必要な設置費、工事費について

は、「機器等の導入に付帯して必要となる経費」として対象にしま

す。

12 機器設置に係るメーカーの説明費は補助対象となりますか。
説明費（説明者の出張代金含む）については、「機器等の導入に付

帯して必要となる経費」として対象にします。

13 通信環境整備のみの申請は可能ですか。

主となる介護テクノロジー機器（介護ソフトやロボット等）に付帯

する通信環境整備となるため、通信環境整備のみの申請は対象外に

なります。



14 １事業所あたりの機器の申請台数に制限はありますか。

あります。

交付要綱第５条【留意事項】において、介護テクノロジー等の導入

に伴う1事業所あたりの限度台数は、事業所等の業務内容及び規模に

照らして適当で認められる台数であって、全ての機器に係る補助額

（付帯して必要となる経費を含む）の合計が１，０００万円以下と

するとしております。

15
介護テクノロジーのパッケージ型導入支援について、「連動

することで効果が高まる」とはどのように判断するのか。

「介護業務支援」に該当するテクノロジー（介護ソフト等）と他の

テクノロジーを合わせて活用することで、単体で活用するよりも効

果的に活用できるかどうかを判断します。発生する効果を様式１の

業務改善計画に記載してください。

【ケアプランデータ連携システム】

1

補助要件に「ケアプランデータ連携システムの利用を開始し

ていること」とあるが、データ連携実績がなくてもよいの

か。

お見込みのとおり、実績がなくても利用開始していれば補助要件は

満たしていることになります。

2
居宅療養管理指導もケアプランデータ連携システムの導入が

補助要件となるのか。

交付要綱第７条（４）⑧居宅療養管理指導については、ケアマネー

ジャーによる給付管理サービスの対象外であり、サービス利用票を

送付することがないため、ケアプランデータ連携システムを日常的

に利用するケースが想定されません。そのため、居宅療養管理指導

の事業所については、ケアプランデータの連携を行う計画となって

いる場合に限り、システムを使用することを補助要件とします。

3

ケアプランデータ連携システムにより５事業所以上とデータ

連携を実施した場合、５万円が加算されるが、補助上限額を

超過した場合は交付されないのですか。

この規定は、該当する事業所等の基準額（補助上限額）を５万円上

乗せするものです。


